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究所（昭和 25 年設置）が昭和 62 年９月１日に合併した大阪府立産業開発研究所を前身とし、
平成 22 年４月１日に同研究所が大阪府商工労働部商工労働総務課へ再編したことにより生ま
れた。 





























り愛知県が平成 19 年度の 7.3％から平成 20 年度の 6.8％へ低下したのとは対照的に、大阪府は
落ち込みが小さいことから 7.8％から 7.9％へ上昇した（表１参照）。21 年度には再び 7.8％へ低
下したが、その後は一進一退で推移し、24 年度は 7.8％になっている。 
 
表１ 名目県内総生産と対全国シェア 
大阪府 東京都 愛知県 全国計 
平成 14 年度 39,264 94,355 33,801 498,009 
15 38,981 96,275 33,621 501,889 
16 39,324 98,084 34,646 502,761 
17 39,236 99,380 35,384 505,349 
実数 18 39,436 99,871 36,734 509,106 
（十億円） 19 40,024 99,932 37,469 513,023 
20 38,914 97,254 33,320 489,520 
21 36,768 91,674 32,105 473,934 
22 36,744 91,375 31,710 480,233 
23 37,140 92,857 32,694 473,905 
24 36,843 91,909 34,359 474,475 
平成 14 年度 7.9 18.9 6.8 100.0 
15 7.8 19.0 6.7 100.0 
16 7.8 19.5 6.9 100.0 
17 7.8 19.7 7.0 100.0 
対全国 18 7.7 19.6 7.2 100.0 
シェア 19 7.8 19.5 7.3 100.0 
（％） 20 7.9 19.9 6.8 100.0 
21 7.8 19.3 6.8 100.0 
22 7.7 19.0 6.6 100.0 
23 7.8 19.6 6.9 100.0 
24 7.8 19.4 7.2 100.0 
出所：大阪府商工労働部・大阪産業経済リサーチセンター『なにわの経済データ 
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－平成 25 年－ 
％ 
大阪府 東京都 愛知県 全国計 
製造業計 100.0 100.0 100.0 100.0 
生活関連型産業 15.6 30.1 7.7 17.0 
基礎素材型産業 53.3 17.9 22.0 39.5 
加工組立型産業 31.2 52.0 70.3 43.5 
出所：『なにわの経済データ』2015 年版、37 頁。全国計については 








表３ 製造業の産業中分類別特化係数－製造品出荷額ベース、平成 25 年－ 
  大阪府 東京都 愛知県 全国計 
食料品 0.8 1.0 0.4 1.0  
飲料・たばこ・飼料 0.4 0.5 0.3 1.0  
繊維 1.5 0.6 0.8 1.0  
木材・木製品 0.9 0.2 0.4 1.0  
家具・装備品 1.5 1.7 0.6 1.0  
パルプ・紙・紙加工品 0.9 0.7 0.4 1.0  
印刷 1.6 7.9 0.5 1.0  
化学 1.3 0.5 0.3 1.0  
石油製品・石炭製品 1.7 0.1 0.3 1.0  
プラスチック製品 1.1 0.4 0.9 1.0  
ゴム製品 0.8 0.7 0.9 1.0  
なめし革・同製品・毛皮 1.2 8.4 0.4 1.0  
窯業・土石 0.6 0.8 0.7 1.0  
鉄鋼 1.4 0.3 0.9 1.0  
非鉄金属 1.4 0.3 0.4 1.0  
金属製品 1.9 0.8 0.7 1.0  
はん用機械 1.6 1.0 0.6 1.0  
生産用機械 1.6 0.8 0.7 1.0  
業務用機械 0.4 1.8 1.2 1.0  
電子部品・デバイス・電子回路 0.7 0.8 0.1 1.0  
電気機械 1.1 1.4 0.9 1.0  
情報通信機械 0.4 3.7 0.6 1.0  
輸送用機械 0.3 0.9 2.8 1.0  
その他の製造業 0.9 3.0 0.5 1.0  










 卸売業の年間商品販売額は、平成３年をピークに減少傾向にあり、26 年には 39 兆 3,062 億
－ 31 － 
円になっている。大阪府の対全国シェアは、平成 14 年 12.9％、19 年 12.6％、26 年 10.8％と低




等卸売業の比率が 13.4％と突出して高い（全国計 6.6％）。 
 小売業の年間商品販売額は平成３年をピークに低下傾向にあり、対全国シェアは平成３年の











（７）府内における巨大企業（資本金 100 億円以上）の本社数の推移 
 総合商社の本社は東京都と大阪府の東西に立地していた。高度成長期の中期にあたる 1965
年には大阪に本社を置く総合商社の方が、東京に本社を置く総合商社より多かったが、高度成
長末期の 1970 年には逆転している。 東京と大阪の双方に本社を置く複数本社も拡大しており、





年の 76 社から 1999 年の 156 社まで増資などによって増加している。ただし第Ⅳ分類企業（大
阪に本社を置いていたが、現在は置いていない企業）が、1989 年の２社から 1999 年の７社に
増加しており、1990 年代後半に本社の東京などへの移転が進行したことが窺われる。2000 年代
に入ると、第Ⅰ分類企業（大阪府のみに本社を置く企業）と第Ⅱ分類企業（複数本社制を採用
し、大阪府に主たる本社を置く企業）を中心に大阪府に本社を置く企業が 1999 年の 156 社から
－ 32 － 
2014 年の 108 社まで減少している。一方、第Ⅳ分類企業は 1999 年の７社から 2014 年の 39 社
へ増大しており、2000 年代以降、東京都などへの本社移転が加速化したことが示されている。 
  
表４ 大阪府内における資本金 100 億円以上企業の本社数の推移 
単位：社 
  第Ⅰ分類 第Ⅱ分類 第Ⅲ分類 第Ⅰ分類 第Ⅳ分類 
  （単独本社） （複数本社 （複数本社 ～第Ⅲ分類 （元大阪 
  ・[主]） ・[従]） 小計 本社） 
昭和 59 年 47 22 7 76 - 
平成元年 88 41 11 140 2 
平成６年 91 49 12 152 2 
平成 11 年 92 51 12 156 7 
平成 16 年 75 45 17 137 17 
平成 21 年 72 36 11 119 31 
平成 26 年 69 30 9 108 39 
注：第Ⅰ分類（単独本社企業）…大阪にのみ本社を置く企業 
  第Ⅱ分類(複数本社企業[主]）…複数本社制を採用し、大阪に主たる本社を置く企業 
  第Ⅲ分類(複数本社企業[従]）…複数本社制を採用し、他都府県に主たる本社を置く企業 
  第Ⅳ分類(元大阪本社企業）…1984 年以降のいずれかの調査時点に大阪に本社を置いてい
たが、現在は置いていない企業 
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（２）大阪府における地場産業の現状 













































はない付加価値）」のいずれかに該当することである。2014 年８月現在、69 社 128 製品を認定
している。 

























































 2004 年に「泉州こだわりタオル」を商標登録、2007 年には「泉州タオル」を地域団体商標と
してとして登録した。また 2006 年には JAPAN ブランド育成事業に採択された。一連の取組は
産地の知名度向上とデザイン力の向上につながり、組合（大阪タオル工業組合）事業で毎年 50
種以上の新商品を発表し続けている。 
 タオルは OEM 生産の比率が高く、製造企業による独自ブランド展開は卸商の抵抗等、難し
い部分もあったが、大阪・東京での展示会を重ねる間に、泉州こだわりタオルのブランド価値
が卸商の間にも認識されるようになった。新商品が従来の主力である白タオルに取って代わろ
うということではなく、こだわりタオルが産地のブランド力全体を向上させ、結果として白タ
オルの販売力も向上する。白タオルをあくまで主力に位置づけ、従来の取引関係を大切にする
ことで、多くの事業者の理解と参加が得やすかったのではないかと判断している。 
 主力が浴用の白タオルであることから、中国を中心とした低価格の輸入品に大きな影響を受
けた。泉州タオルの生産縮小も、品質指向の高まりとともに、最近、底を打ったようである。
抗菌性をもったタオルなど品質指向の高まりに対応した新商品が開発されている。 
